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北 海 道 恵 庭 市 
 

第３回定例会議案 



 



報告第１号 

 

令和８年度恵庭市健全化判断比率（令和７年度決算）について 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の規定

により、監査委員の審査意見を付し、健全化判断比率を次のとおり報告する。 

 

（単位：％） 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

令 和 ８ 年 度 

(令和７年度決算) 

－ － ７．７ － 

早期健全化基準 １２．６３ １７．６３ ２５．０ ３５０．０ 

財 政 再 生 基 準 ２０．００ ３０．００ ３５．０  

 

令和８年９月１１日提出 

 

                                恵庭市長 原 田   裕         
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報告第２号 

 

令和８年度恵庭市公営企業の資金不足比率（令和７年度決算）について 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規

定により、監査委員の審査意見を付し、資金不足比率を次のとおり報告する。 

 

１． 恵庭市水道事業会計 

（単位：％） 

 資金不足比率 

令 和 ８ 年 度 

( 令 和 ７ 年 度 決 算 ) 
－ 

経 営 健 全 化 基 準 ２０．００ 

 

２． 恵庭市下水道事業会計 

（単位：％） 

 資金不足比率 

令 和 ８ 年 度 

( 令 和 ７ 年 度 決 算 ) 
－ 

経 営 健 全 化 基 準 ２０．００ 

 

令和８年９月１１日提出 

 

                             恵庭市長 原 田   裕        
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議案第１号 

 

   恵庭市功労者の表彰について 

 

 恵庭市功労者等表彰条例（昭和５５年条例第１７号）第５条の規定により、恵庭市功労者と

して次のとおり表彰したいので同意を求める。 

 

  令和８年９月１１日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

〔氏  名〕  山 内 幸 一 

〔住  所〕  恵庭市 

〔生年月日〕   

 

〔氏  名〕  高 橋 国 広 

〔住  所〕  恵庭市 

〔生年月日〕   

 

〔氏  名〕  伊 藤 雅 暢 

〔住  所〕  恵庭市 

〔生年月日〕   
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氏　　　　　　名 生年月日
住　　　　　　所 年　　　齢

山　内　幸　一

恵庭市

高　橋　国　広

恵庭市

伊　藤　雅　暢

恵庭市

[地方自治]
  市議会議員として２０年に亘り従事され、地方自
治の振興と発展に功労されました。

[社会福祉]
 恵庭市民生委員児童委員として２１年に亘り従事
され、社会福祉の振興と発展に功労されました。

[保健衛生]
 学校耳鼻科医として３３年に亘り従事され、保健衛
生の振興と発展に功労されました。

[基準日]令和８年８月１日

主　　　な　　　事　　　績

功　労　者　被　表　彰　者　名　簿　
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議案第２号 

 

恵庭市教育委員会委員の任命の同意について 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項

の規定により、恵庭市教育委員会委員を次のとおり任命したいので同意を求める。 

 

令和８年９月１１日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

〔氏  名〕  福 屋 栄 人 

〔住 所〕  恵庭市 

〔生年月日〕   
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教育委員会委員の任命 
 
退任となる委員 
氏  名 福 屋 栄 人 生年月日  
住  所  
任  期 自 令和４年１０月１日 ～ 至 令和８年９月３０日 
退任事由  任期満了 

 
任命する委員（再任） 
氏  名 福 屋 栄 人 生年月日  
住  所  
任  期 自 令和８年１０月１日 ～ 至 令和１２年９月３０日 
最終学歴   

 
＜公職歴＞ 

平成２６年１２月 ～ 現在       教育委員会委員 
 

根 拠 法 令 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第２項 
委 員 数 ４人 
任 期 ４年（ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。） 

資 格 要 件 
委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔

で、教育、学術及び文化に関し識見を有するもののうちから、地方公共

団体の長が、議会の同意を得て、任命する。 

禁止事項等 

委員の任命については、そのうち委員の定数に１を加えた数の２分の

１以上の者が同一の政党に所属することとなってはならない。 
委員は、地方公共団体の議会の議員若しくは長、地方公共団体に執行

機関として置かれる委員会の委員若しくは委員又は地方公共団体の常

勤の職員若しくは地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間

勤務の職を占める職員と兼ねることができない。 
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議案第３号 

 

   恵庭市島松地区複合施設設置条例の制定について 

  

 恵庭市島松地区複合施設設置条例を次のとおり制定することについて議決を求める。 

  

  令和８年９月１１日提出 

 

                            恵庭市長 原 田   裕 

 

記 

 

恵庭市島松地区複合施設設置条例 

 

恵庭市は、島松地区のまちづくりにおいて、ＪＲ駅周辺の生活利便機能の集約と活性化を推

進するため、島松地区における公共機能の集約を図ることで、地域の活動拠点とするとともに、

多世代が集い、憩い、交流できるにぎわい拠点を創造することを目的として、この施設の設置

条例を制定します。 

（設置） 

第１条 福祉、文化及び生涯学習の拠点として地域活動及び交流の活性化を図り、もって市民

の福祉の増進に寄与するため、恵庭市島松地区複合施設（以下「複合施設」という。）を設

置する。 

（名称及び位置） 

第２条 複合施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

恵庭市島松地区複合施設 恵庭市島松仲町１丁目１番３号 

（開館時間及び休館日） 
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第３条 複合施設の開館時間及び休館日は、次のとおりとする。 

(1) 開館時間 午前８時３０分から午後９時まで 

(2) 休館日 １２月２９日から翌年の１月３日までの日 

２ 前項の規定にかかわらず、複合施設の管理運営上必要があると市長が認めたときは、開館

時間及び休館日を変更することができる。 

（施設の配置） 

第４条 複合施設には、次に掲げる施設を配置する。 

(1) 島松支所 

(2) 島松市民センター 

(3) 恵庭市立図書館島松分館 

（事業） 

第５条 複合施設では、次に掲げる事業を行う。 

 (1) 市民の交流の場の提供に関する事業 

(2) 子どもの遊び場・居場所の提供並びに子育てをする親子の交流の促進、子育て相談及び

情報交換に関する事業 

(3) 前２号に掲げるもののほか、複合施設の設置目的を達成するために行う事業 

（使用の許可等） 

第６条 複合施設を使用しようとする者（以下「使用者」という。）は、この条例及びこれに

基づく規則の規定により複合施設を使用することができる。ただし、使用者のうち複合施設

を別表に規定する使用区分により占用しようとする者（以下「占用者」という。）は、あら

かじめ市長の許可（以下「使用許可」という。）を受けなければならない。 

２ 市長は、使用許可をする場合において、複合施設の管理上必要な条件を付することができ

る。 

（入場の拒否等） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、使用者の複合施設への入場

を拒否し、使用の停止若しくは制限をし、又は退去を命ずることができるとともに、占用者

の使用許可をしないことができる。 
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(1) 他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑になるおそれがあるとき。 

(2) 複合施設、附属施設又は備付物品その他これらに類するもの（以下これらを総称して「複

合施設等」という。）を毀損し、汚損し、又は滅失するおそれがあるとき。 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に掲げる暴力団その他集団的又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利

益になると認められるとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、複合施設の管理運営上支障があると認めるとき。 

（使用料） 

第８条 占用者は、市長に別表に定める使用料を納付しなければならない。 

２ 前項の使用料は、前納しなければならない。ただし、規則で定める特別の理由があると認

めたときは、この限りでない。 

３ 市長は、第１項の使用料について規則で定めるところにより減額し、又は免除することが

できる。 

４ 既納の使用料は、還付しないものとする。ただし、災害（災害対策基本法（昭和３６年法

律第２２３号）第２条第１号に規定する災害をいう。以下同じ。）その他占用者の責めに帰

さない理由により複合施設を使用することができないときは、この限りでない。 

（目的外使用等の禁止） 

第９条 占用者は、使用許可を受けた目的以外の目的で複合施設を使用し、又はその許可に係

る権利の全部若しくは一部を他人に譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（使用許可の取消し等） 

第１０条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、使用許可を取り消し、又

は使用を停止し、若しくは使用許可の内容を変更することができる。 

(1) 占用者が第７条各号の規定に該当することとなったとき。 

(2) 占用者が使用許可に付した条件に違反したとき。 

(3) 占用者がこの条例又はこれに基づく規則の規定に違反したとき。 

(4) 占用者が偽りその他不正の手段により使用許可を受けたとき。 

(5) 災害が発生したとき。 
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(6) 公益上やむを得ない特別な事由が生じたとき。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、複合施設の管理運営上特に必要があると認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定による使用許可の取消し等が行われた場合において、当該取消し等に

より生じた損害については、その責めを負わないものとする。 

（特別な設備の設置等） 

第１１条 使用者は、複合施設に特別な設備の設置、既存の設備の変更その他これらに類する

行為をしようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の承認をするに当たっては、複合施設の管理運営上必要な条件を付すること

ができる。 

（販売行為等の禁止） 

第１２条 市長の承認を受けた者以外の者は、複合施設において、物品の販売、寄附の要請そ

の他これらに類する行為をしてはならない。 

（原状回復） 

第１３条 占用者は、使用許可に係る使用が終了し、又は当該使用許可が取り消されたときは、

直ちに使用した場所を原状に回復し、市長に返還しなければならない。ただし、原状に回復

しないでもこれを有効かつ合理的に使用することができると市長が認めるときは、原状に回

復しないで返還することができる。 

２ 前項本文の規定により原状に回復する義務を負う者が当該義務を履行しないときは、市長

はこれを代行し、その費用を当該義務を負う者から徴収することができる。 

（損害賠償） 

第１４条 複合施設等の毀損、汚損、滅失その他これらに類する行為をした者は、市長が指示

するところにより、当該行為により生じた損害を賠償しなければならない。 

２ 市長は、やむを得ない特別な事情があると認めるときは、前項の規定による損害賠償の額

を減額し、又は免除することができる。 

（運営協議会） 

第１５条 市長は、複合施設の運営上必要な事項について協議するため、運営協議会を設置す

ることができる。 
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（指定管理者による管理） 

第１６条 市長は、複合施設の管理運営上必要があると認めるときは、指定管理者（地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下同

じ。）に複合施設等の管理を行わせることができる。 

２ 前項の規定により指定管理者に複合施設等の管理を行わせる場合において、当該指定管理

者が行う業務は、次に掲げる業務とする。 

(1) 複合施設等の維持管理に関する業務 

(2) 複合施設の利用許可等に関する業務 

(3) 前２号に掲げる業務のほか、複合施設の管理運営上必要があると認められる業務 

３ 第１項の規定により指定管理者に管理を行わせる場合においては、次の表の左欄に掲げる

この条例の規定中の字句で同表の中欄に掲げるものは、それぞれ同表の右欄の字句に読み替

えるものとする。 

第６条第１項 市長 指定管理者（第１６条第１項に規定する指定管理

者をいう。第６条第２項、第７条、第８条第１項、

第８条第３項、第１０条から第１３条まで及び第

１４条第１項において同じ。） 

第６条第２項、第７条、第８条第

１項及び第３項、第１０条第１

項、第１２条、第１３条及び第１

４条第１項 

市長 指定管理者 

第１０条第２項及び第１１条 市長 市長及び指定管理者 

第８条の見出し、第８条第２項か

ら第４項まで及び別表 

使用料 利用料金 

第８条第１項 使用料 利用料金（第１７条第１項に規定する利用料金を

いう。以下同じ。） 

第６条、第７条、第９条、第１０

条（見出しを含む。）及び第１３

使用許可 利用許可 
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条第１項 

第６条第１項及び別表 使用区分 利用区分 

第６条（見出しを含む。）、第７

条、第８条第４項、第９条、第１

０条第１項、第１３条第１項及び

別表 

使用 利用 

第６条第１項、第７条及び第１１

条第１項 

使用者 利用者 

第６条第１項、第７条、第８条第

１項及び第４項、第９条、第１０

条第１項及び第１３条 

占用者 占用利用者 

第９条の見出し 目的外使用

等 

目的外利用等 

（利用料金の収受） 

第１７条 前条の規定により指定管理者に複合施設の管理を行わせる場合においては、複合施

設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を指定管理者の収入として収受させるも

のとする。 

２ 利用料金の額は、指定管理者が市長の承認を得て定めるものとする。この場合において、

指定管理者が定める利用料金の額は、別表に定める額を超えてはならない。 

（委任） 

第１８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で定め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年３月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行

する。 

（準備行為） 
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２ 使用許可等に係る手続その他複合施設の供用を行うに当たり必要な準備行為は、この条例

の施行の日前においてもすることができる。 

（恵庭市支所及び出張所設置条例の一部改正） 

３ 恵庭市支所及び出張所設置条例（昭和３９年条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

別表島松支所の項中「島松仲町２丁目５番１号」を「島松仲町１丁目１番３号」に改める。 

（恵庭市地域集会施設条例の一部改正） 

４ 恵庭市地域集会施設条例（昭和５６年条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

  別表島松市民センターの項を削る。 

（恵庭市自転車等駐車場条例の一部改正） 

５ 恵庭市自転車等駐車場条例（平成２７年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

  第３条の表中「恵庭市島松仲町１丁目５５７番８」を「恵庭市島松仲町１丁目５５７番９

内」に改める。 

別表（第６条、第８条、第１７条関係） 

使用区分 単位 使用料 

子どもひろばスペ

ース 

１時間 市内在住者及び市内在住者で構成される団体 ７００円 

市内在住者及び市内在住者で構成される団体以

外の者又は団体 

１，４００円 

営利目的 ２，８００円 

会議室１ １時間 市内在住者及び市内在住者で構成される団体 ２００円 

市内在住者及び市内在住者で構成される団体以

外の者又は団体 

４００円 

営利目的 ８００円 

会議室２  １時間 市内在住者及び市内在住者で構成される団体 ３００円 

市内在住者及び市内在住者で構成される団体以

外の者又は団体 

６００円 

営利目的 １，２００円 

その他スペース１時間 市内在住者及び市内在住者で構成される団体 １０円 
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（１平方メートル

当たり） 

市内在住者及び市内在住者で構成される団体以

外の者又は団体 

２０円 

 

営利目的 ４０円 

移動販売車両スペ

ース（移動販売車

両による使用に限

る。） 

１日・１台につき １，３００円 

備考 

１ 使用する時間に１時間未満の端数が生じたときは、その端数を１時間とみなす。 

２ 市内在住者で構成される団体とは、市内に住所を有し、かつ、住民基本台帳法（昭和

４２年法律第８１号）第６条の規定により本市が備える住民基本台帳に記録されている

者及び半数以上がこれらの者で構成される団体をいう。 

３ 営利目的とは、物品の販売その他これに類する行為を行う場合その他規則で定める場 

合をいう。 

４ その他スペースとは、複合施設内の子どもひろばスペース、会議室１及び会議室２以

外のスペースであって、占用させることができるスペースをいう。 

５ 移動販売車両とは、販売施設を設けて食品等を販売する形態の営業を行う自動車をい

う。 

  ６ 移動販売車両が移動販売車両スペース内の電源を使用する場合は、１日につき４００

円の使用料を加算する。 
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議案第４号 

 

恵庭市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正について 

 

 恵庭市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を次のとおり改正することについて議決

を求める。 

 

  令和８年９月１１日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

恵庭市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

 恵庭市印鑑の登録及び証明に関する条例（昭和５０年条例第７号）の一部を次のように

改正する。 

現行 改正案 

第1条～第12条 (略) 
 

(多機能端末による印鑑登録証明書の申請) 
第12条の2 印鑑登録者は、多機能端末により

印鑑登録証明書の交付を申請するときは、個

人番号カード(行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法

律(平成25年法律第27号)第2条第7項の個人

番号カードであって、かつ、電子署名等に係

る地方公共団体情報システム機構の認証業

務に関する法律(平成14年法律第153号)第22
条第1項の個人番号カード用利用者証明用電

子証明書が記録されているものをいう。)  

                       

第1条～第12条 (略) 
 

(多機能端末による印鑑登録証明書の申請) 
第12条の2 印鑑登録者は、多機能端末により

印鑑登録証明書の交付を申請するときは、電

子署名等に係る地方公共団体情報システム

機構の認証業務に関する法律(平成14年法律

第153号)第22条第1項に規定する個人番号カ

ード用利用者証明用電子証明書が記録され

ている個人番号カード(行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律(平成25年法律第27号)第2条第7
項に規定する個人番号カードをいう。)、特定

在留カード(出入国管理及び難民認定法(昭和
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現行 改正案 

                     

                     
                     
                     
                     
                     
      又は移動端末設備(電気通信事

業法(昭和59年法律第86号)第12条の2第4項
第3号ロに規定する移動端末設備であって電

子署名等に係る地方公共団体情報システム

機構の認証業務に関する法律第35条の2第1
項に規定する移動端末設備用利用者証明用

電子証明書が記録されているものをいう。)
を用いて、多機能端末に暗証番号(電子署名

等に係る地方公共団体情報システム機構の

認証業務に関する法律施行規則(平成15年総

務省令第120号)第42条第2項の暗証番号をい

う。)その他必要な事項を自ら入力すること

により、市長に申請しなければならない。 
 

(印鑑登録証明書の交付) 
第13条 (略) 
2 市長は、前条の規定による申請があったと

きは、個人番号カード           
            又は移動端末設

備を用いて当該交付の申請をした者に印鑑

登録証明書を交付しなければならない。 
 
第14条～第18条 (略) 

26年政令第319号)第19条の15の2第1項に規

定する特定在留カードをいう。)若しくは特

定特別永住者証明書(日本国との平和条約に

基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国

管理に関する特例法(平成3年法律第71号)第
16条の2第1項に規定する特定特別永住者証

明書をいう。)又は移動端末設備(電気通信事

業法(昭和59年法律第86号)第12条の2第4項
第3号ロに規定する移動端末設備であって電

子署名等に係る地方公共団体情報システム

機構の認証業務に関する法律第35条の2第1
項に規定する移動端末設備用利用者証明用

電子証明書が記録されているものをいう。)
を用いて、多機能端末に暗証番号(電子署名

等に係る地方公共団体情報システム機構の

認証業務に関する法律施行規則(平成15年総

務省令第120号)第42条第2項の暗証番号をい

う。)その他必要な事項を自ら入力すること

により、市長に申請しなければならない。 
 

(印鑑登録証明書の交付) 
第13条 (略) 
2 市長は、前条の規定による申請があったと

きは、個人番号カード、特定在留カード若し

くは特定特別永住者証明書又は移動端末設

備を用いて当該交付の申請をした者に印鑑

登録証明書を交付しなければならない。 
 
第14条～第18条 (略) 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５号 

 

恵庭市認可地縁団体印鑑条例の一部改正について 

 

 恵庭市認可地縁団体印鑑条例の一部を次のとおり改正することについて議決を求める。 

 

  令和８年９月１１日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

恵庭市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例 

 恵庭市認可地縁団体印鑑条例（平成１２年条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

現行 改正案 

第1条・第2条 (略) 
 

(登録の申請) 
第3条 認可地縁団体の代表者及び前条各号に

規定する者(以下「代表者等」という。)は、

認可地縁団体印鑑の登録を受けようとする

ときは、当該団体の印鑑を自ら持参し、市長

に申請しなければならない。ただし、地方自

治法施行規則(昭和22年内務省令第29号)第
19条第1項第1号ト に規定する代理人(以下「

代理人」という。)を置いている認可地縁団体

において、当該団体の代表者等が自ら申請で

きないときは、委任の旨を証する書面を添え

て、当該代理人により申請することができる

。 
2 (略) 
 

第1条・第2条 (略) 
 

(登録の申請) 
第3条 認可地縁団体の代表者及び前条各号に

規定する者(以下「代表者等」という。)は、

認可地縁団体印鑑の登録を受けようとする

ときは、当該団体の印鑑を自ら持参し、市長

に申請しなければならない。ただし、地方自

治法施行規則(昭和22年内務省令第29号)第
18条の3第1項第7号に規定する代理人(以下「

代理人」という。)を置いている認可地縁団体

において、当該団体の代表者等が自ら申請で

きないときは、委任の旨を証する書面を添え

て、当該代理人により申請することができる

。 
2 (略) 
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現行 改正案 

(申請内容の確認) 
第4条 市長は、前条の規定による申請があっ

たときは、申請の内容について、次に掲げる

事項と照合し、当該申請が適正であることを

確認しなければならない。 
(1) 当該認可地縁団体に係る地方自治法施

行規則第21条第2項  の規定に基づき作

成した台帳(以下「地縁団体登録台帳」とい

う。)の記載事項 
 

 
2 個人印鑑に係る印鑑登録原票の記載事項及

び印影 
 
第5条～第18条 (略) 

(申請内容の確認) 
第4条 市長は、前条の規定による申請があっ

たときは、申請の内容について、次に掲げる

事項と照合し、当該申請が適正であることを

確認しなければならない。 
 (1) 当該認可地縁団体に係る地方自治法施

行規則第18条の3第1項の規定に基づき作

成した台帳(以下「地縁団体登録台帳」とい

う。)の記載事項 
 (2) 個人印鑑に係る印鑑登録原票の記載事

項及び印影 
 
 
 
第5条～第18条 (略) 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和８年１０月１日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行す

る。  
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議案第６号 

 

恵庭市放置自動車防止条例の一部改正について 

 

 恵庭市放置自動車防止条例の一部を次のとおり改正することについて議決を求める。 

 

  令和８年９月１１日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

恵庭市放置自動車防止条例の一部を改正する条例 

 恵庭市放置自動車防止条例（平成１８年条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

現行 改正案 

第 1 条～第 13 条 (略) 
 

(放置自動車廃物判定委員会) 
第 14 条 放置自動車の廃物の判定その他放置自

動車の発生の防止及び適正な処理に関し必要

な事項を審議するため、恵庭市放置自動車廃物

判定委員会(以下「委員会」という。)を置く。 
2 (略) 
3 委員は、次に掲げる者のうちから     、

市長が委嘱し、又は任命する。 
(1)・(2) (略) 
(3) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と

認める者 
4 委員の任期は、2 年           

                とし、再任

を妨げない。ただし、委員が欠けた場合におけ

る補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

第 1 条～第 13 条 (略) 
 

(放置自動車廃物判定委員会) 
第 14 条 放置自動車の廃物の判定その他放置自

動車の発生の防止及び適正な処理に関し必要

な事項を審議するため、恵庭市放置自動車廃物

判定委員会(以下「委員会」という。)を置く。 
2 (略) 
3 委員は、次に掲げる者のうちから必要の都度、

市長が委嘱し、又は任命する。 
(1)・(2) (略) 
(3) 前 2 号に掲げる者のほか、市長が必要と

認める者 
4 委員の任期は、前項の委嘱の日から委嘱した

日の属する年度の翌年度の末日までとし、再任

を妨げない。ただし、委員が欠けた場合におけ

る補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす
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現行 改正案 

る。 
5 (略) 
 
第 15 条～第 23 条 (略) 

る。 
5 (略) 
 
第 15 条～第 23 条 (略) 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第７号 

 

恵庭市子ども医療費助成に関する条例及び恵庭市重度心身障害者及びひとり親家庭

等医療費の助成に関する条例の一部改正について 

 

 恵庭市子ども医療費助成に関する条例及び恵庭市重度心身障害者及びひとり親家庭等医

療費の助成に関する条例の一部を次のとおり改正することについて議決を求める。 

 

  令和８年９月１１日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

恵庭市子ども医療費助成に関する条例及び恵庭市重度心身障害者及びひとり親家庭

等医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

（恵庭市子ども医療費助成に関する条例の一部改正） 

第１条 恵庭市子ども医療費助成に関する条例（昭和４８年条例第３５号）の一部を次の

ように改正する。 

現行 改正案 

第1条 (略) 
 

(用語の定義) 
第2条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 
(1)・(2) (略) 
(3) 医療保険各法 次に掲げる法律をいう

。 
ア～カ (略) 

第1条 (略) 
 

(用語の定義) 
第2条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 
(1)・(2) (略) 
(3) 医療保険各法 次に掲げる法律をいう

。 
ア～カ (略) 
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現行 改正案 

 
 
(4)～(8) (略) 

 
第3条～第5条 (略) 
 

(助成の方法) 
第6条 受給者に係る医療費の助成は、市長が

その助成する額を保険医療機関等に支払う

ことにより行うものとし、保険医療機関等

に支払うべき額の審査及び支払に関する事

務を北海道国民健康保険団体連合会又は社

会保険診療報酬支払基金     に委託

することができる。 
2・3 (略) 
 
第7条～第11条 (略) 

キ 高齢者の医療の確保に関する法律(昭
和57年法律第80号) 

 (4)～(8) (略) 
 
第3条～第5条 (略) 
 

(助成の方法) 
第6条 受給者に係る医療費の助成は、市長が

その助成する額を保険医療機関等に支払う

ことにより行うものとし、保険医療機関等

に支払うべき額の審査及び支払に関する事

務を北海道国民健康保険団体連合会又は医

療情報基盤・診療報酬審査支払機構に委託

することができる。 
2・3 (略) 

 
第7条～第11条 (略) 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（恵庭市重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第２条 恵庭市重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費の助成に関する条例（昭和４８

年条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

現行 改正案 
第1条～第7条 (略) 
 

(助成の方法) 
第8条 受給者に係る医療費の助成は、市長が

その助成する額を保険医療機関等に支払う

ことにより行うものとし、保険医療機関等

に支払うべき額の審査及び支払に関する事

務を北海道国民健康保険団体連合会又は社

会保険診療報酬支払基金     に委託

することができる。 
2・3 (略) 
 
第9条～第13条 (略) 

第1条～第7条 (略) 
 

(助成の方法) 
第8条 受給者に係る医療費の助成は、市長が

その助成する額を保険医療機関等に支払う

ことにより行うものとし、保険医療機関等

に支払うべき額の審査及び支払に関する事

務を北海道国民健康保険団体連合会又は医

療情報基盤・診療報酬審査支払機構に委託

することができる。 
2・3 (略) 
 
第9条～第13条 (略) 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 
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   附 則 

 この条例は、令和８年１０月１日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行す

る。 
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議案第８号 

 

   市道の認定及び廃止について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項及び第１０条第３項において準用する同

法第８条第２項の規定により、市道を次のとおり認定及び廃止することについて議決を求める。 

 

  令和８年９月１１日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

市 道 認 定 路 線 

路線番号 路 線 名 起点終点 重要な経過地 

１５５２ まきば北４番線 
美咲野１丁目４９５番６ 

 
美咲野１丁目４９５番１５ 

１５５３ 柏木中央５９番線 
柏陽町１丁目１２番４ 

 
柏陽町１丁目１２番５ 

１５５４ 柏木中央５５号線 
柏陽町１丁目１２番１９ 

 
柏陽町１丁目１２番１４ 

 

市 道 廃 止 路 線 

路線番号 路 線 名 起点終点 重要な経過地 

４８０ 柏木中央２１号線 
柏陽町４丁目１６番 

 
柏陽町４丁目１６番 

４８１ 柏木中央２２号線 
柏陽町４丁目１５番 

 
柏陽町４丁目１５番 
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市 道 認 定 路 線 

路線番号 路 線 名 敷地幅員 総 延 長 実 延 長 

１５５２ まきば北４番線 ８．００ｍ １４３．０２ｍ １２８．４８ｍ 

１５５３ 柏木中央５９番線 ８．００ｍ ８２．５０ｍ ７１．００ｍ 

１５５４ 柏木中央５５号線 ８．００ｍ ７６．２９ｍ ６６．７９ｍ 

 

市 道 廃 止 路 線 

路線番号 路 線 名 敷地幅員 総 延 長 実 延 長 

４８０ 柏木中央２１号線 ９．００ｍ １００．５０ｍ ８８．４０ｍ 

４８１ 柏木中央２２号線 ９．００ｍ １００．８０ｍ ８８．３０ｍ 

 

参考資料 
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路線図（新規）

1552 まきば北4番線（新規）
総延長143.02ｍ

新規認定 起点 終点

凡例

●
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新規認定 起点 終点

廃止認定 起点 終点

凡例

路線図（新規・廃止）

481 柏木中央22号線（廃止）

480 柏木中央21号線（廃止）

総延長100.50ｍ

総延長100.80ｍ

●

1553 柏木中央59番線（新規）

総延長82.50ｍ

1554 柏木中央55号線（新規）

総延長76.29ｍ

●
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議案第９号 

 

   令和７年度恵庭市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、令和７年度恵

庭市水道事業会計未処分利益剰余金を次のとおり処分することについて議決を求める。 

 

令和８年９月１１日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

１ 剰余金の額   ２５７，４９８，５０４円 

 

２ 処分の方法   １３２，５７９，３２４円を減債積立金に積立て 

１２４，９１９，１８０円を資本金に組入れ 
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議案第１０号 

 

   令和７年度恵庭市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、令和７年度恵

庭市下水道事業会計未処分利益剰余金を次のとおり処分することについて議決を求める。 

 

令和８年９月１１日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

１ 剰余金の額   １９１，７２１，９２３円 

 

２ 処分の方法   ８７，３６７，２３１円を減債積立金に積立て 

１０４，３５４，６９２円を資本金に組入れ 
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議案第１１号 

 

令和８年度恵庭市一般会計補正予算（第５号） 

 

令和８年度恵庭市一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，１３９，６２８千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ４１，３６１，４８５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第一表 歳入歳出予算補

正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができ

る経費は、「第二表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第三表 債務負担行為補正」による。 

 

令和８年９月１１日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕 
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議案第１２号 

 

令和８年度恵庭市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 

令和８年度恵庭市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，０７７千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ６，７９１，７８０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第一表 歳入歳出予算補

正」による。 

 

令和８年９月１１日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕 
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議案第１３号 

 

令和８年度恵庭市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 

令和８年度恵庭市介護保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１１，２７８千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ５，５３７，９７０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第一表 歳入歳出予算補

正」による。 

 

令和８年９月１１日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕 
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